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■論文■

民事裁判における裁判を受ける権利保障

─憲法学における「理論と実務の協働」の新たな姿─

吉 原 裕 樹

《要旨》 本稿は、裁判を受ける権利に関する憲法学の研究において、これまで検討が及びにくかった問題を、
意識的に取り上げる。たとえば、同権利の享有主体としての被告、同権利の一環としての弁護士依頼
権・弁護士相談権、総合法律支援法・日本司法支援センター（法テラス）の重大な問題性、裁判実務
による裁判を受ける権利侵害などを検討する。
また、これまで憲法における「理論と実務の協働」の主たる関心は、裁判手続（特に訴訟提起・判

決）に集中してきた。しかし最近、憲法における「理論と実務の協働」は、これまで検討が及んでこなか
った、裁判所外の法的紛争等にも目を向けつつある。本稿は、この新たな傾向に積極的・自覚的に依
拠し、憲法における新たな「理論と実務の協働」の意義を提示する。

第１ はじめに

本稿の目的は、次の二点にある。すなわち、
裁判を受ける権利（日本国憲法32条）保障に
関して、憲法学の先行研究にて、検討が及び
にくかった問題を、意識的に取り上げ検討す
ること、及び、憲法学にて新たに生まれつつ
ある「理論と実務の協働」の手法を自覚的に
採用し、その活用例を示すこと、の二点であ
る。より具体的に述べると、下記第 2 のとお
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第２ 本稿の目的

１ 第一の目的

本稿の第一の目的は、上記第 1 のとおり、
裁判を受ける権利に関する憲法学の研究にて、
これまで検討が及びにくかった問題を、意識
的に取り上げ検討する点にある。
日本の憲法学では、裁判を受ける権利につ

いて、笹田栄司(1)、松井茂記(2)、片山智彦(3)ら
による精力的な研究がある。しかし、憲法に
おける他の人権、たとえば表現の自由や平等
に比べると、裁判を受ける権利に関する憲法
学の研究は、決して多くはなかった。そのた
め、裁判を受ける権利に関する先行研究にお
いて、見過ごされてきた問題点は少なくない。
本稿の第一の目的は、そのような問題点を意
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識的に取り上げ、検討する点にある。

２ 第二の目的

(1) 憲法学における「理論と実務の協働」

本稿の第二の目的は、憲法学にて新たに生
まれつつある「理論と実務の協働」の手法を
自覚的に採用し、その活用例を示すことにあ
る。
法科大学院制度創設以来、法学における

「理論と実務の協働」の意義が強調され、現
在に至っている。憲法に関しても同様であり、
たとえば2021年 4 月以降、『法律時報』誌に
て、「憲法訴訟の醸成―実務と学説が導く可
能性」と題する連載が行われている。

(2) 従来の特徴

もっとも従来、憲法学における「理論と実
務の協働」には、大別して、以下の三つの特
徴があった。
第一に、裁判手続の重視である。すなわち、

これまで憲法学における「理論と実務の協
働」は、違憲審査基準論・三段階審査論、要
件事実論をはじめとして、裁判手続を重視す
る傾向にあった。このことは、たとえば上記
連載名「憲法訴訟の醸成―実務と学説が導
く可能性」のうち、「憲法訴訟」という文言か
らも、うかがい知ることができる。その半面、
裁判所「外」の法的紛争・法実務に関する検
討は乏しかった。
第二に、従来の憲法学における「理論と実

務の協働」は、裁判手続に着目しながらも、
その関心は訴訟提起と判決に集中しており、
訴訟提起と第一審判決との間の中間段階につ
いては、関心が乏しかった。
第三に、従来の憲法学は、「理論と実務の協

働」の主体について、無意識のうちに、「研究
者（理論家）と実務家の協働」に置き換える
傾向があった。

(3) 新たな方向性の萌芽

しかし、最近の憲法学では、上記(2)とは異
なる新たな傾向が、特にウェブ裁判（裁判手
続IT化）をめぐって生まれつつある。
すなわち、日本では、2020年 2 月に民事訴

訟手続でウェブ裁判が開始され、新型コロナ
ウイルス感染症（COVID-19）の拡大防止の必
要性もあって、ウェブ裁判の利用が急増して
いる。また、内閣は2022年 3 月 8 日、ウェブ
裁判のさらなる拡大等のために、「民事訴訟法
等の一部を改正する法律案」（第208回・内閣
提出法律案第54号）を（第208回）国会に提
出し、同国会にて成立する見通しである(4)。
ウェブ裁判は、その法制度・運用によっては、
裁判を受ける権利に対する重大な侵害となる。
そのため、憲法における裁判を受ける権利保
障が、司法・立法上の重要課題として急浮上
し、憲法の観点からの論稿が現れている(5)。
ウェブ裁判に関する憲法学上の論稿には、

従来の「理論と実務の協働」にはない、際立
った特⾧がある。すなわち、これらの論稿で
は、訴訟提起前（裁判所外）の弁護士へのア
クセスや、訴訟提起と第一審判決との中間段
階に関しても、重点的な検討がなされている。
また、これらの論稿においては、「研究者（理
論家）と実務家の対話」を待つことなく、個
人の研究において、「理論と実務」を行き来す
る視点が実現されている。しかも、これらの
論稿は、判例の題材として現れにくいと思わ
れる法実務をも重視しているのが目を引
く(6)。
このように、ウェブ裁判に関する憲法学の

論稿では、従来の「理論と実務の協働」には
見られなかった傾向が顕著であり、新たな
「理論と実務の協働」の萌芽が見られる。

(4) 本稿

そこで本稿は、ウェブ裁判に限らず、裁判
を受ける権利全般について、憲法学にて新た
に生まれつつある「理論と実務の協働」の上
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記手法を積極的に採用し、その活用例を提示
しようとするものである。

３ 検討対象の限定

裁判を受ける権利は、民事裁判・刑事裁判
等において、幅広く問題となるが、本稿は、
検討の対象を民事裁判に限定する（なお、以
下、民事裁判・民事訴訟・民事事件には、そ
れぞれ、行政裁判・行政訴訟・行政事件を含
むものとする）。その理由は、刑事裁判では、
民事裁判と異なり、私人は被疑者・被告人と
して、もっぱら防御的立場に置かれるため、
裁判を受ける権利の保障内容について、民事
裁判と刑事裁判とを一括して論じることが困
難だからである。

第３ 裁判を受ける権利の保障内容

まず、裁判を受ける権利の保障内容につい
て検討する。

１ 伝統的憲法学説

(1) 概要

伝統的憲法学説は、裁判を受ける権利の保
障内容について、おおむね、以下のように論
ずる。
裁判を受ける権利の意義は、私人に対する

「裁判請求権（訴権）」の保障、国による「裁
判の拒絶」の禁止にある(7)。
裁判を受ける権利が形式的に保障されてい

ても、資力がなければ画餅に帰してしまう。
そこで、裁判を受ける権利の実質的保障（実
質化）のために、経済的困窮者が裁判をする
ための法律扶助制度が順次拡大されてきた。

現在では、総合法律支援法（平成16年〔2004
年〕 6 月 2 日法律第74号）に基づき、日本司
法支援センター（以下、通称に従い「法テラ
ス」という）が民事法律扶助業務を行ってい
る(8)。

(2) 伝統的憲法学説による無自覚の限定

以上からすると、伝統的憲法学説は、無自
覚のうちに、裁判を受ける権利の射程を、次
のように限定してきたということができる。
第一に、問題となる手続段階を、出訴段階に
限定してきた。第二に、問題となる人権享有
主体を、原告に限定してきた。第三に、権利
の制約事由を、法制度上の事由（あるいはせ
いぜい経済的事由）に限定してきた。
その結果、伝統的憲法学説が問題とする局

面は、実際には、かなり限定されたものとな
る(9)。

２ 近時の有力説

(1) 概要

一方、近時の有力な憲法学説は、裁判を受
ける権利の保障内容について、次のように論
ずる。
すなわち、笹田栄司によれば、憲法32条は

公正手続請求権を保障し、そのなかには、「法
的聴聞権（見解表明権）」及び「裁判所へのア
クセス」も含まれる。法的聴聞権（見解表明
権）に関して、「訴訟当事者が裁判手続の単な
る客体にとどまることなく裁判手続の過程そ
して結果に影響を行使しうることを『裁判を
受ける権利』は保障しなければならない。手
続の主体としての訴訟当事者は裁判所に対す
る単なる情報の提供者にとどまることなく、
手続過程に能動的にも影響を行使しうるもの
でなければならない」(10)。
また、片山智彦によれば、「裁判を受ける権

利は、審尋請求権を含むと解すべきである。
審尋請求権は、裁判に際して問題となる事実
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および法的事項について、自己の見解を表明
する機会の保障を求める権利であ」る(11)。

(2) 積極に評価されるべき点

伝統的憲法学説は、裁判を受ける権利の射
程たる手続段階を、無自覚のうちに、出訴段
階に限定していた。これに対し、笹田と片山
は正当にも、裁判を受ける権利の射程を出訴
段階に限定せず、裁判手続全体に及ぼしてい
る。
それだけでなく、笹田と片山は、裁判を受

ける権利から、「裁判手続への主体的・能動的
な参画保障」ないし審尋請求権を導き出して
いる。せっかく裁判を受ける権利の射程を裁
判手続全体に拡張しても、裁判手続ないし裁
判所への実質的なアクセスが保障されなけれ
ば、同拡張の意義は大きく損なわれるから、
この所論は正鵠を射たものである。

(3) 有力説に残された課題

一方、笹田と片山の所論にも、なお課題が
残されている。

まず、笹田と片山においては、裁判を受け
る権利の享有主体として、無自覚のうちに、
原告が想定され、被告にとっての裁判を受け
る権利の重要性が、十分に認識されていない
ように思われる。
しかし、「裁判手続への主体的・能動的な参

画保障」は、原告だけでなく、被告にとって
も重要である。なぜならば、原告は、自ら希
望して民事訴訟を提起するのに対し、被告は、
原告による訴訟提起に強制的に巻き込まれる
結果、時間的負担・精神的負担その他の負担
を負い、敗訴した場合には、自らの財産等を
失う危険を負う。したがって、原告と同様に、
被告に対しても、裁判手続への主体的・能動
的な参画保障を十分なものとする必要がある
ためである(12)。
その典型例としては、訴状副本の公示送達

が挙げられる。すなわち、民事訴訟法は、被

告の住所・居所が不明な場合等に、被告が現
実に訴状副本を受領せず、訴訟提起の事実を
現実に認識していなくても、訴訟手続を進行
させ、判決もすることができる制度として、
公示送達の制度を設けている（民事訴訟法110
条ないし113条）。訴状副本について公示送達
がなされた場合、被告が訴訟手続に現実に関
与することは皆無といってよいから、請求認
容判決（原告の全部勝訴判決＝被告の全部敗
訴判決）がなされることが圧倒的に多い。
このように、訴状副本の公示送達は、被告

が現実に裁判手続に参画しないままに、被告
を全部敗訴させる効果を生じさせる。このた
め、公示送達制度は、被告の「裁判手続への
主体的・能動的な参画保障」に対する重大な
制約である。
原告が調査を尽くしても被告の住所・居所

が判明しない場合等に、裁判手続を進行させ
る必要性自体は否定しがたいから、公示送達
制度自体を違憲と断ずることは困難である。
しかし、受訴裁判所は、被告の裁判を受ける
権利をできるだけ尊重するためにも、公示送
達の要件具備について、厳格・慎重に検討し
なければならない（憲法適合的解釈）(13)。

次に、笹田・片山は、本人訴訟と、訴訟代
理人が就任している訴訟（以下「代理訴訟」
という）との相違について、自覚的でないよ
うである。このことは、伝統的憲法学説にお
いても同様である。この問題性は、下記第 5
の 2 ⑴のとおり、総合法律支援法・法テラス
をめぐって顕在化する。

３ 弁護士依頼権・弁護士相談権

裁判を受ける権利の保障内容のうち、特徴
的なものとして、以下のとおり、弁護士依頼
権・弁護士相談権がある。
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(1) 弁護士依頼権・弁護士相談権の保障

最高裁判所は、不法行為に基づく損害賠償
請求における損害項目に弁護士費用が含まれ
ると判示した判例において、次のように判示
していた（最一小判昭和44年〔1969年〕 2 月
27日民集23巻 2 号441頁）。「わが国の現行法
は弁護士強制主義を採ることなく、訴訟追行
を本人が行なうか、弁護士を選任して行なう
かの選択の余地が当事者に残されているのみ
ならず、弁護士費用は訴訟費用に含まれてい
ないのであるが、現在の訴訟はますます専門
化された訴訟追行を当事者に対して要求する
以上、一般人が単独にて十分な訴訟活動を展
開することはほとんど不可能に近いのであ
る」。この説示は、1969年のものであるが、
現在においても妥当する。
そのため、一般人が弁護士に委任するに際

し、公権力による不当な介入を受けない（消
極的）自由は、当該一般人の裁判を受ける権
利の一環として保護されるべきであるし、一
般人と弁護士との間にいったん委任関係が生
じたあとに、一般人と弁護士との委任関係が、
公権力による不当な介入を受けない（消極
的）自由もまた、当該一般人の裁判を受ける
権利の一環として保護される必要がある。こ
れらの権利を、「弁護士依頼権」と総称するこ
とができる(14)。
さらに、一般人と弁護士との十分な意思疎

通があってはじめて、弁護士が一般人の代理
人として、十分に訴訟追行することができる。
最高裁判所も、刑事手続に関してではあるが、
憲法の保障する弁護人依頼権によって、被疑
者・被告人と弁護人との間の秘密交通権を基
礎付けてきた(15)。そのため、民事事件におい
ても、一般人が弁護士に相談し、その助言を
受けるに際し、公権力による不当な介入を受
けない（消極的）自由を、当該一般人の裁判
を受ける権利の一環として保護する必要があ
る。この自由を、「弁護士相談権」と呼称する
ことができる(16)。

(2) 実務における近時の重大事案

従来、憲法学説が、民事手続・民事事件に
おける弁護士依頼権・弁護士相談権の保障に
着目することは、ほとんどなかった。一方、
弁護士実務では、近時、民事事件における弁
護士依頼権・弁護士相談権が侵害される重大
事案が続発するに及んで、論議が活性化して
いる。
すなわち、最近、企業が弁護士に民事事件

（上記第 2 の 3 のとおり、行政事件を含む）
について相談した後に、公正取引委員会が当
該企業に対し、当該相談の内容を記した書面
の提出を命じるという事態が生じている。ま
た、金融庁・財務局が、企業に対して金融検
査を行う場合に、当該企業は、検査部局の事
前の承諾がなければ、検査関係情報を弁護士
に開示して、その助言を受けることができな
いとの事態も生じている(17)。
公正取引委員会及び金融庁・財務局のこの

ような行為は、（民事事件における）弁護士依
頼権の一環たる、「私人が弁護士に、公権力に
知られることなく、秘密で相談・依頼するこ
とができる権利」(18)を不当に侵害するもので
ある、との指摘がなされている(19)。
このように、近時、公正取引委員会及び金

融庁・財務局が上記のような行為に出ている
ため、弁護士依頼権・弁護士相談権を裁判を
受ける権利の一環として憲法上保護する必要
性は、高まっている。

第４ 裁判を受ける権利の合憲性判
断枠組み

裁判を受ける権利は、古典的自由権とは異
なる性質をもつから、合憲性判断枠組み自体
について、立ち入った検討を要する。
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１ 内容確定型人権・内容形成型人権

高橋和之は、憲法上の権利を、「保障内容が
憲法上確定されていると解される人権」（内容
確定型人権）と「保障内容の確定を多かれ少
なかれ立法者の決定に委ねていると解される
人権」（内容形成型人権）とに区別し、それぞ
れについて、異なる合憲性審査を行おうとす
る(20)。この区別は、絶対的なものではないが、
合憲性審査の枠組みを検討するに当たって、
有益な視点を提供する。
裁判を受ける権利は、手続法の制定により

現実に保障されるという側面が大きいところ、
制定されるべき手続法の内容に、立法裁量が
一定程度認められることは否定しがたい。立
法府による裁判を受ける権利侵害の合憲性を
検討するに当たっては、同立法裁量を考慮に
入れる必要がある。
もっとも、高橋和之の上記所論は、立法府

に着目したものであって、裁判所や行政機関
の裁量を論じたものではない。実定手続法が
制定されたあと、裁判所が当該手続法を運用
するに当たっての裁量の肯否・広狭は、立法
裁量とは異なる検討を要する。

２ 防御権的構成・給付権的構成

(1) 平良小百合による整理

平良小百合は、裁判を受ける権利に関する
ドイツの判例・憲法学説を参照し、同権利の
合憲性審査の枠組みを、防御権的構成と給付
権的構成とに整理したうえで、以下のように
論ずる(21)。
日本では、最高裁判所が、「裁判を受ける権

利について、ほぼ立法政策に委ねてきて」い
るという現状からすると、基本的に給付権的
構成をとって、「内容形成の限界を実質的に問
うていくという道筋」が適切である。

一方で、「裁判所による出訴の途の保障の侵
害が疑われる場合」、たとえば裁判手続におけ
る法的聴聞請求権の侵害が争われる場合には、
例外的に、防御権的構成をとるのが適切であ
る。防御権的構成をとる場合、合憲性の具体
的判断は、たとえば、人権の「核心領域への
介入は正当化可能でない」とされ、人権制約
の正当化がありうる領域では、比例原則が用
いられる。

(2) 私見

しかし、日本の最高裁判所が、裁判を受け
る権利について具体的な判断を示した事例に
は、実は大きな偏りがある。すなわち、下記
第 6 のとおり、日本では、裁判所の実務運用
が、「日常的に」、当事者の裁判を受ける権利
を危殆化させている場合が少なくない。しか
し、最高裁判所が、法令自体の合憲性を離れ
て、裁判所の実務運用を憲法問題として取り
上げ、具体的な判断を示す事例は、ほとんど
ない(22)。このように、裁判を受ける権利には、
判例として現れにくいという特徴があるから、
最高裁判所の判断傾向を重視すると、人権制
約の重要な局面を見落としかねない。
平良は、裁判を受ける権利の合憲性審査枠

組みについて、給付権的構成を原則、防御権
的構成を例外と位置付けるようである。しか
し、上記第 3 の2(2)のとおり、裁判を受ける
権利の核心は、法的聴聞請求権など「裁判手
続への主体的・能動的な参画保障」にある。
そのため、たとえば、手続法が出訴を認めた
にもかかわらず、裁判所の訴訟指揮により
「裁判手続への主体的・能動的な参画保障」
が大きく阻害され、手続法が出訴を認めた意
義が無に帰するような場合には、裁判を受け
る権利の重大な侵害と評価する必要がある。
このような局面には、むしろ防御権的構成が
なじみやすい。そのため、防御権的構成は、
裁判を受ける権利が問題となる少なからぬ場
面に適用することができる。
以上からすると、裁判を受ける権利のうち、
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少なくとも、法的聴聞請求権など「裁判手続
への主体的・能動的な参画保障」の局面につ
いては、権利保障を実質的に無意味にするよ
うな核心領域への介入（人権制約）はただち
に違憲と評価し、それ以外の領域への介入
（人権制約）については、対立利益との衡量
により合憲性を判断すべきである。

３ 判例

裁判を受ける権利の合憲性判断枠組みにつ
いて、日本の最高裁判所判例を確認しておく。
裁判を受ける権利が問題となった最高裁判

所判例のうち、圧倒的多数で合憲判断がなさ
れてきた。合憲判断の理由としては、当該裁
判手続には裁判を受ける権利の射程が及ばな
いとされたものが非常に多い(23)。
一方、合憲判例のなかには、当該裁判手続

に、裁判を受ける権利の保障が及ぶことを前
提とするものもあるが、合憲判断の理由付け
としては、①裁判を受ける権利の制約が、合
理的な理由に基づくものであれば合憲である
と判示するもの(24)、②適正な裁判を実現する
ための諸原則が確保されているかぎり、立法
政策に委ねられていると判示するもの(25)、③
実質上裁判の拒否と認められないかぎり合憲
であると判示するもの(26)、などがある。しか
し、①・②・③の関係は分明ではない。
一方、唯一の違憲判例(27)は、結論において

裁判を受ける権利侵害を認めたが、人権制約
（介入）の正当化について言及していない。
このため、最高裁判所が当該局面で、裁判を
受ける権利制約について、憲法上正当化の余
地がないと考えていたかは、はっきりしない。
上記 2(2)のとおり、裁判を受ける権利保障

を、実質的に無意味にするような核心領域へ
の介入（人権制約）はただちに違憲であると
考えるべきであるところ、上記③の各判例は、
実質上裁判の拒否に該当するかを問題として
おり、両者の考え方には、一定の親和性があ

る。

第５ 経済的困窮者の裁判を受ける
権利

１ 伝統的憲法学説の論議

民事法律扶助の制度として、もともと、民
事法律扶助法（平成12年〔2000年〕 4 月28日
法律第55号）が制定されていたところ、総合
法律支援法（平成16年〔2004年〕 6 月 2 日法
律第74号）が、2004年 6 月に制定された。日
本司法支援センター（法テラス）は、同法13
条以下に基づき設立された。
上記第 3 の1(1)のとおり、伝統的憲法学説

は、総合法律支援法に基づく法テラスの民事
法律扶助業務が、経済的困窮者の裁判を受け
る権利の実質的保障（実質化）につながって
いると論じてきた(28)。

２ 経済的困窮による出訴困難

(1) 総合法律支援法

伝統的憲法学説はしばしば、経済的困窮者
が、資力不足のために訴訟を提起することが
できないために、裁判を受ける権利が画餅に
帰すると論ずる。この議論に際して、伝統的
憲法学説がその典型として念頭に置いている
のは、（原則として）訴訟提起時に裁判所に納
付すべき手数料である(29)。すなわち、民事訴
訟費用等に関する法律は、訴訟提起に際し、
原則として、訴状に収入印紙を貼付する方法
で、手数料を納付しなければならないと定め
る（同法 3 条 1 項、 8 条本文、別表第一の 1
項）。
では、総合法律支援法に、このような手数

料納付を補助ないし支援する制度があるかと
いうと、かかる制度は皆無である（同法30条
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等）。総合法律支援法制定前に、民事扶助制度
を設けていた民事法律扶助法においても、か
かる制度は皆無である（同法 2条各号等）。
そもそも、総合法律支援法による主要な支

援内容は、経済的困窮者等に対して、弁護士
をはじめとする代理人に対する報酬、及び、
同代理人が行う事務処理に必要な実費を援助
することにある（総合法律支援法30条 1 項 2
号イ⑵）。本人訴訟を行う場合の経済的支援は、
総合法律支援法には（基本的に）含まれな
い(30)。
そのため、伝統的憲法学説が、本人訴訟と

代理訴訟とを区別することなく、「総合法律支
援法に基づく法テラスの民事法律扶助業務が、
経済的困窮者の裁判を受ける権利の実質的保
障（実質化）につながっている」と論ずるの
は、ミスリーディングである。

(2) 訴訟救助

経済的困窮者は、訴訟提起に際して手数料
を納付することができない場合であっても、
総合法律支援法・法テラスを利用することは
できない。このような場合に経済的困窮者が
利用するのは、たいてい、民事訴訟法におけ
る訴訟救助の制度である。
すなわち、民事訴訟法82条 1 項は、「訴訟

の準備及び追行に必要な費用を支払う資力が
ない者又はその支払により生活に著しい支障
を生ずる者に対しては、裁判所は、申立てに
より、訴訟上の救助の決定をすることができ
る。ただし、勝訴の見込みがないとはいえな
いときに限る」と規定する。この制度は、一
般に「訴訟救助」といわれる。訴訟救助が利
用される典型例は、訴訟提起に際して、裁判
所に納付すべき手数料の支払猶予である（民
事訴訟法83条 1 項 1 号）。
訴訟救助制度は、経済的困窮者に出訴の途

を開くものであり、裁判を受ける権利の実質
的保障に資するものである(31)。
ただし、訴訟救助の制度は、明治時代にお

ける旧旧民事訴訟法（明治23年〔1890年〕 4

月21日法律第29号）の制定当初からすでに、
同法にて明定されていたため、総合法律支援
法・法テラスとは、沿革をまったく異にする。

３ 総合法律支援法・法テラスの陥穽

前述のとおり、裁判を受ける権利の一環と
して弁護士依頼権・弁護士相談権が認められ
る。そのため、総合法律支援法に基づく法テ
ラスの民事法律扶助業務が、弁護士依頼権の
実質的保障を通じて、経済的困窮者の裁判を
受ける権利の実質的保障につながっている、
という議論が成立する可能性はある。
では、総合法律支援法・法テラスは、伝統

的憲法学説が論ずるように、裁判を受ける権
利の実質的保障に実際に貢献しているといえ
るか。本稿の結論は、決してそうはいえない
というものである。以下に、重大な問題類型
を三つ挙げよう。

(1) 行政不服申立て

法律上、行政処分取消訴訟を提起するため
に、あらかじめ行政上の不服申立て（行政不
服申立て）を経なければならないとされてい
る場合がある（不服申立前置主義。生活保護
法69条、労働者災害補償保険法40条、国税通
則法115条 1 項本文、地方税法19条の12な
ど）。たとえば、経済的困窮者が、それまで受
給することができていた生活保護の停止・廃
止処分を受けた場合（生活保護法26条）、同処
分の取消訴訟を提起するためには、原則とし
て、あらかじめ審査請求を経なければならな
い（行政事件訴訟法 8 条 1 項但書、生活保護
法69条）。
不服申立前置主義がとられている場合に、

不服申立て自体が、申立要件を欠き、不適法
として却下された場合、形式的に不服申立て
を経ていても、不服申立前置主義の要件を満
たしたことにはならない（最二小判昭和30年
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〔1955年〕 1 月28日民集 9 巻 1 号60頁）。こ
の場合、不服申立期間内に、あらためて適法
な不服申立てを行い、これに対する裁決を経
なければ、取消訴訟を提起することは（原則
として）できない。

行政処分取消訴訟では、訴訟要件を含め、
高度の法律知識が要求される。そのため、原
告が本人訴訟にて勝訴判決を得ることはきわ
めて難しい。原告が行政処分取消訴訟で勝訴
判決を得るためには、弁護士に依頼し、その
専門的法律知識による支援を受けることが、
事実上必要不可欠である。
不服申立前置主義がとられている行政処分

について、行政不服申立てをするに際しても、
不服申立ての要件は、法律の専門家でない者
にとっては、理解が容易でない場合が多いた
め、やはり弁護士に依頼する必要性が高い。

しかし、総合法律支援法による援助対象と
なる手続は、原則として、「裁判所における民
事事件、家事事件又は行政事件に関する手
続」（＝同法 4 条の定める「民事裁判等手
続」）だけであって、行政不服申立ては、ごく
例外的な場合に、援助対象となるにすぎな
い(32)。
このため、総合法律支援法があっても、経

済的困窮者たる一般人が、行政不服申立てに
際して、弁護士に依頼するのが困難であるこ
とに変わりはない。当該一般人が、弁護士に
依頼することができないため、やむをえず本
人申立てを行ったが、法律知識の不足等のた
め、不服申立要件の欠缺を理由として却下裁
決を受けた場合、当該一般人は、その後、原
則として、行政処分取消訴訟を提起すること
ができなくなる。
こうなると、総合法律支援法の援助を受け

て、訴訟段階ではじめて弁護士に委任しても、
手遅れであることがほとんどであろう。

伝統的憲法学説は、無自覚のうちに、裁判

を受ける権利の射程を出訴段階に限定してい
るが、とりわけ不服申立前置主義がとられて
いる場合には、（出訴の前段階たる）不服申立
段階をも、裁判を受ける権利の射程に収める
必要がある。
行政事件訴訟法上、行政処分取消訴訟提起

に当たって、不服申立前置を要しないのが原
則であり、同前置を要するのは例外である
（行政事件訴訟法 8条 1 項）。そのため、総合
法律支援法が行政不服申立てを（原則とし
て）支援対象としていないとしても、そのこ
とがただちに、裁判を受ける権利及びその一
環としての弁護士依頼権の不当な侵害となる
わけではない。
しかし、上記アのとおり、生活保護の停

止・廃止処分に対する行政処分取消訴訟など、
一般人の生死にかかわる重要な訴訟類型につ
いて、不服申立前置主義がとられており、総
合法律支援法は、そのような重要な行政不服
申立てを援助対象外としている。そのため、
総合法律支援法が、裁判を受ける権利（及び
その一環としての弁護士依頼権）の実質的保
障につながっているといえるかについては、
おおいに疑問がある。

(2) 上告審

憲法訴訟・人権救済にとっての最高裁判所
の重要性は、いうまでもない。最高裁判所へ
の上告の途が開かれていることは、とりわけ
憲法訴訟・人権救済にとって非常に重要であ
る。
法テラスが裁判手続について援助（代理援

助）を行うに当たって、要件の一つとなるの
が、「勝訴の見込みがないとはいえないこと」
という要件である（総合法律支援法34条 1 項
に基づき法テラスが制定した「業務方法書」
9条 2号）。特に、上告人による違憲主張が詳
細かつ本格的であるとか、表現の自由（憲法
21条 1 項）など重要な人権の侵害が主張され
ている場合には、最高裁判所における（逆
転）勝訴の見込みがありうるとして、代理援
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助を認める必要がある（業務方法書の憲法適
合的解釈）。
ところが、法テラスは、「上告審は通常、

〔代理援助の〕援助対象となりません」(33)と
明言している。その理由は、法テラスが、「控
訴審で敗訴した一般人が、上告審で（逆転）
勝訴する見込みは、通常考えられないため、
代理援助の要件の一つたる、上記『勝訴の見
込みがないとはいえないこと』の要件も、通
常満たされない」との前提で、民事法律扶助
制度を運用しているためである。実際にも、
控訴審で敗訴した一般人が、上告審について、
代理援助を受けられる事例は、ほとんどな
い(34)。このことは、憲法訴訟・人権訴訟であ
っても変わりはない。
法テラスは、その運用によって、経済的困

窮者が最高裁判所で人権等の救済を受ける途
を閉ざしている。このような運用は、総合法
律支援法が、裁判を受ける権利の実質的保障
を図った趣旨を没却する。法テラスによる代
理援助不開始（代理援助の拒否）が、合理性
を大きく欠く場合には、適用違憲と評価すべ
き場合がありうる。

(3) 費用対効果

損害賠償請求訴訟（国家賠償請求訴訟を含
む。以下同じ）によって人権救済を求める場
合、請求可能な損害項目が慰謝料くらいしか
なく、仮に請求が認容されたとしても、認容
額が数十万円にとどまる事例は、決して珍し
くない。そのため、憲法訴訟・人権訴訟は、
もともと費用対効果の観点になじみにくい。
総合法律支援法31条も、民事法律扶助「業

務は、その利益を得る者の権利を実現するこ
とに資すると認められる限りにおいて行うも
のとする」と定めるにとどまり、費用対効果
に言及しているわけではない。
しかし、法テラスは、「費用対効果の観点か

ら援助になじむこと」が代理援助の要件とな
る旨、明言している。たとえば法テラスは、
次のように述べる。「民事法律扶助事業は公共

性の高い事業であるとともに（〔総合法律〕支
援法 4 条）、国の財政支出により実施されるこ
とから、援助案件は、申込者の『権利を実現
することに資する』ものでなければならない
（同31条）。以下のような場合は、権利の実現
に資するとはいえない。……④ 費用対効果
の観点から代理援助になじまない場合」(35)。
青森地八戸支判令和 3 年（2021年） 5 月19

日（青森地方裁判所八戸支部 令和 2 年
〔2020年〕〔ワ〕第86号、D1-Law判例体系
28292107）も、法テラスの上記解釈を受け入
れて、次のように判示した。「民事法律扶助が、
『その利益を得る者の権利を実現することに
資すると認められる限りにおいて行うもの』
とされており（総合法律支援法31条）、申込者
の正当な法律上の利益の獲得を期待してされ
るものであることからすると、 3 号要件〔＝
代理援助の要件の一つとして、法テラス業務
方法書 9条 3号が定める、『民事法律扶助の趣
旨に適すること』という要件〕該当性の判断
において、費用対効果の観点からの検討は必
要不可欠であ」る。
上記のとおり、憲法訴訟・人権訴訟は、も

ともと費用対効果の観点になじみにくい。そ
れにもかかわらず法テラスは、費用対効果を
理由として代理援助を拒否することができ、
現実にも拒否しているのだから、法テラスは、
憲法訴訟・人権訴訟について、裁判を受ける
権利及びその一環としての弁護士依頼権の保
障を、十分に実質化しているとはいえない。

第６ 裁判実務による裁判を受ける
権利の侵害

従来の憲法学説は、裁判を受ける権利の侵
害事例として、ほとんどもっぱら、法制度上
の事由（あるいはせいぜい経済的事由）によ
るもののみを想定し、裁判所の実務運用（裁
判実務）による裁判を受ける権利の侵害につ
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いて、ほとんど関心を払ってこなかった。
以下では、裁判実務によって、裁判を受け

る権利が日常的に侵害（制約）されている局
面を、二つ取り上げる。

１ 控訴審における一回結審

(1) 控訴審の手続運用

民事訴訟の第一審では、複数回にわたって
期日が繰り返され、両当事者が主張立証を行
うことが通常である。従来の憲法学説は、無
自覚のうちに、控訴審でも、同様の訴訟運用
がなされていることを前提としてきたように
思われる。
しかし、控訴審では、通常、第一回口頭弁

論期日にて、ただちに口頭弁論が終結（結
審）され、次の期日で判決言渡しがなされる
ことが大半である。控訴審裁判所による求釈
明等がまったくなされないまま、判決内容が
いきなり第一審と逆転することも、決して珍
しくない。また、控訴審では、当事者が尋問
（本人尋問・証人尋問）を申し出ても、裁判
所は、必要がないとして却下する場合が圧倒
的に多い。

(2) 近畿弁護士会連合会による調査報告

このような裁判実務について、近畿弁護士
会連合会は、2018年 8 月 3 日の「民事控訴審
の審理に関する意見書」にて、以下のように
論じている(36)。
「最近の高裁の民事控訴審は、78％（全国

平均）が 1 回で結審している」。「最近の高裁
の民事控訴審は、一部の裁判官を除き、人証
調べをしない裁判官が多い。最近は、人証調
べが行われた裁判は全体の 1％しかない」。
弁護士にアンケートをとった結果、弁護士

たる「会員から、高裁が 1 審判決と異なる争
点で判断したケース、判断基準などの法的判
断を変えたケース、証拠の評価について判断
を変えたケースなどで裁判所は釈明を求めて

審理を深めたり、証拠調べをしたりせず、当
事者が問題に思ったという例が多数あった。
アンケート回答に、『高裁の裁判官の関心がわ
からないままひっくり返されたり、ひっくり
返したりということがあり、手続が尽くされ
ていないと思う。……』という意見があった
が、状況を的確に言い表していると思われ
る」。
「当事者が新しい証拠の提出や反論の機会

を求めたときに、裁判所が 1 回で結審し、当
事者が問題に思ったというケースがいくつも
あった。現在の控訴審は、 1 審判決の取消し
や変更の可能性を考えている場合、あるいは
1 審では十分なやりとりがされていない争点
について控訴審が判断を示そうという場合、
あるいは、当事者が控訴審で新たな主張や立
証をしたり、相手方が反論反証を用意したり
する場合でも、裁判所から当事者に釈明を求
めたり、示唆したり、主張立証の整理を求め
るなどの訴訟指揮をせず、黙って 1 回で結審
することが少なくない」。
このような裁判実務は、近畿圏だけでなく、

全国に共通の傾向である。

(3) 検討

裁判を受ける権利の保障内容たる「裁判手
続への主体的・能動的な参画保障」のために
は、控訴審においても、十分な主張立証の機
会が与えられなければならない。
それにもかかわらず、控訴審の裁判実務で

は、一回結審を強行し、尋問をほとんどまっ
たく認めない。このような硬直的な実務運用
は、当事者の「裁判手続への主体的・能動的
な参画保障」に真っ向から反する。同実務運
用は、裁判を受ける権利の核心部分を侵害し、
違憲といわなければならない。
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２ 上訴審における訴訟救助

(1) 上訴手続における手数料の負担

訴訟救助の決定は、審級ごとになされる
（民事訴訟法82条 2 項）。そのため、控訴・上
告手続に要する手数料については、そのつど
訴訟救助を申し立て、訴訟救助決定を受けな
ければならない。
控訴手続に要する手数料は、訴訟提起の際

の1.5倍であり、上告手続に要する手数料は、
訴訟提起の際の 2 倍である（民事訴訟費用等
に関する法律 3 条 1 項、別表第一の 2 項・ 3
項）。したがって、控訴・上告の際の手数料負
担は、訴訟提起時に比べて、相当重くなる。
そのため、経済的困窮者の裁判を受ける権利
を実質的に保障するためには、控訴・上告に
要する手数料についても、訴訟救助決定をす
べき必要性が高い。

(2) 裁判実務

しかし、裁判実務上、控訴の手数料に対す
る訴訟救助は、訴訟提起時と比べてより厳格
に審査され、上告の手数料に対する訴訟救助
は、控訴時と比べてさらに厳格に審査されて
いる。その理由は、「勝訴の見込み（がないと
はいえないこと）」（民事訴訟法82条 1 項但
書）が訴訟救助の要件の一つであるところ、
第一審敗訴者が控訴審で勝訴する見込みは、
同人の訴訟提起時における勝訴の見込みと比
べて減少し、控訴審敗訴者が上告審で勝訴す
る見込みは、同人の控訴時における勝訴の見
込みと比べて、さらに減少するとされている
からである（東京高決昭和56年〔1981年〕 7
月 9 日判時1013号37頁・判タ451号88頁な
ど）。

(3) 検討

「勝訴の見込み」に関する上記裁判実務は、
ただちに不合理かつ違憲であるとはいえない。

しかし、憲法訴訟・人権救済にとって、最
高裁判所への上告が非常に重要であることか
らすれば、（控訴・）上告手続の手数料に対す
る訴訟救助申立てであっても、勝訴の見込み
がないとして、たやすく訴訟救助申立却下決
定をするべきではない。上告人による違憲主
張が詳細であるとか、表現の自由（憲法21条
1 項）など重要な人権の侵害が主張されてい
る場合には、最高裁判所における（逆転）勝
訴の見込みがありうるとして、訴訟救助を認
める必要がある（憲法適合的解釈）。

第７ おわりに

１ 本稿の第一の目的について

本稿の第一の目的は、裁判を受ける権利
（日本国憲法32条）保障に関して、憲法学の
先行研究にて、検討が及びにくかった問題を、
意識的に取り上げ検討することにあった（上
記第 1、第 2）。本稿における同検討を通じて、
以下の点が明らかになった。
⑴ 裁判を受ける権利は、原告だけでなく

被告にとっても重要である（上記第 3 の 2
⑵）。
⑵ 裁判を受ける権利の一環として弁護士

依頼権・弁護士相談権が認められるところ、
近時、これを侵害する重大な事案が発生して
いる（上記第 3の 3 ）。
⑶ 伝統的憲法学説が、本人訴訟と代理訴

訟とを区別することなく、「総合法律支援法に
基づく法テラスの民事法律扶助業務が、経済
的困窮者の裁判を受ける権利の実質的保障
（実質化）につながっている」と論ずるのは、
ミスリーディングである（上記第 5の 2⑴）。
⑷ 総合法律支援法・法テラスは、裁判を

受ける権利の実質的保障に実際に貢献してい
るとはいいにくい面がある。その主な理由は、
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法テラスが、行政不服申立て・最高裁判所の
上告審を原則として援助対象外としている点、
及び、費用対効果に見合うことを援助の要件
としているため、特に憲法訴訟・人権訴訟で
は利用が困難である点、にある（上記第 5 の
3 ）。
⑸ 裁判を受ける権利は、裁判所の実務運

用（裁判実務）によって日常的に侵害されて
いる。その例として、控訴審による一回結審
とか、上告審による訴訟救助申立却下の常態
化が挙げられる（上記第 6 ）。

２ 本稿の第二の目的について

本稿の第二の目的は、憲法学にて新たに生
まれつつある「理論と実務の協働」の手法を
自覚的に採用し、その活用例を示すことにあ
った（上記第 1、第 2）。従来の憲法学説で見
過ごされてきたが、本稿における「理論と実
務の協働」によって明らかにすることができ
た点として、以下の点がある。
上記 1 ⑵の重大な事案。上記 1 ⑷のうち、

法テラスが、最高裁判所の上告審を原則とし
て援助対象外としている点、及び、費用対効
果に見合うことを援助の要件としているため、
特に憲法訴訟・人権訴訟では利用が困難であ
る点。上記 1⑸の裁判実務。

３ 憲法学説の回顧と展望

かつて日本の憲法学では、芦部信喜に牽引
され、違憲審査基準論をはじめとする憲法訴
訟論がおおいに興隆した。その後、憲法訴訟
論はいったん停滞したかに見えたが、最近、
三段階審査論を契機として、憲法訴訟論があ
らためて隆盛し、論稿が陸続と公表されてい
る。一方、日本の憲法学では、裁判を受ける
権利をめぐる論議は、ほとんど一貫して低調
であった(37)。

このような、伝統的憲法学説における、憲
法訴訟論に対する注目の大きさと、裁判を受
ける権利論に対する関心の乏しさは、表裏一
体の関係にある。
なぜならば、違憲審査基準論にせよ三段階

審査論にせよ、憲法訴訟論は、「裁判所は―
現状では必ずしも十分でなくても理論的には
―十分適切な判決をしうる」と想定する点
で、根本的に、裁判所に対する期待と信頼に
支えられている。そこでは、裁判所が違憲審
査権を十分かつ適切に行使しないために、人
権を十分に救済できていないということはあ
りえても、裁判所が「積極的に人権を侵害す
る」などということはほとんど想定されてい
ない。伝統的憲法学説が例外的に、裁判所に
よる人権侵害として認識してきたのは、出版
差止めや謝罪広告命令といった局面であるが、
これらはそもそも、事件数がきわめて少ない。
一方、本稿で論じたように、日常的な裁判

実務を憲法の観点から検討すれば、「裁判所は
裁判実務等を通じて、裁判を受ける権利をは
じめとする人権を、日常的かつ深刻に侵害し
ている」という事実にただちに気が付く(38)。
これが見過ごされてきた大きな原因は、伝統
的憲法学説が「典型的な憲法訴訟」だけを検
討の対象とし、より日常的な裁判に対して、
ほとんど関心をもってこなかったことにあろ
う。このような観点からすると、伝統的憲法
学説が裁判所に抱く期待と信頼は、楽観的に
過ぎる。
木下智史は「実務家のなかにはそもそも

〔違憲〕審査基準による判断の準則化を嫌う
傾向も根強い」(39)と指摘する。この指摘は正
しく、特に弁護士に顕著に妥当する。その理
由は、弁護士が、裁判所が裁判実務等を通じ、
私人の人権を日常的かつ深刻に侵害している
旨痛感しており、裁判による人権救済を図ろ
うとする局面でも、裁判所に対する警戒を怠
らないためである。
裁判による人権救済を図るためには、木下

智史が論ずる「審査基準……の精緻化」(40)だ
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けでなく、逆説的ながら、裁判所による人権
侵害に対しても、警戒を怠らないことが肝要
である。
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とも、木下昌彦は、裁判を受ける権利の保障内

容について、「裁判の拒絶」の禁止を意味すると

理解する伝統的憲法学説から出発し、基本的に

は、「終局的に事実を確定し当事者の主張する権

利義務の存否を確定する裁判を受ける権利、す

なわち、本案裁判を求める権利ということにな

る」と論じている。以上につき、前掲注 5 ・木
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護士を代理人として付するよう求める積極的権

利を、ただちに憲法上の権利として認めるべき

であると論ずるものではない。もっとも、一般

人がスムーズに（物理的・社会的その他の障害

なく）弁護士に依頼できることを、弁護士依頼

権の「実質的保障」と位置付けることは可能で

あろう。

(15) 最一小判昭和53年（1978年） 7月10日民集32

巻 5号820頁（杉山事件）など。

(16) 本文掲記の議論は、弁護士依頼権と同じく、公

権力による介入を受けないという意味における、

消極的自由を論じたものである。

(17) 片山達ほか「依頼者と弁護士の通信秘密保護制

度の重要性―理解が進むQ&A―」自由と正

義68巻11号（2017年11月号）26-27頁。なお、公

正取引委員会及び金融庁・財務局による調査の

結果、企業に対して行政処分が課される可能性

があるし、企業ないしその構成員が刑事訴追さ

れる可能性も否定できない。そのため、本文掲

記の事例では、弁護士依頼権・弁護士相談権・

裁判を受ける権利は、民事手続と刑事手続とを

横断する性格を有する。

(18) 「私人が弁護士に、公権力に知られることなく、

秘密で相談・依頼することができる権利」は、

一般に、弁護士・依頼者間の秘匿特権といわれ

る。京野垂日ほか「依頼者と弁護士の通信秘密

保護制度をめぐって―座談会―」自由と正

義68巻11号（2017年11月号）10頁（山本晋平発

言）参照。

(19) 日本弁護士連合会「弁護士と依頼者の通信秘密

保護制度の確立に関する基本提言」（2016年〔 2

月19日〕）日本弁護士連合会ウェブサイト

(https://www.nichibenren.or.jp/document/opinion/yea

r/2016/160219_2.html)、前掲注18・京野ほか9-10

頁（山本晋平発言）、前掲注17・片山達ほか

26-27頁。

(20) 高橋和之『体系 憲法訴訟』（岩波書店、2017

年）217-218頁。

(21) 平良小百合「裁判を受ける権利の憲法的保障

―『出訴の途』をめぐるドイツ基本権論から

の示唆―」九大法学（九州大学）100号（2010

年）88-90頁・97-100頁。

(22) 最高裁判所判例の分析は、本文第4の 3 にて行

う。

(23) 最大決昭和40年（1965年） 6 月30日民集19巻

4 号1089頁（同居審判）、最大決昭和40年

（1965年） 6 月30日民集19巻 4 号1114頁（婚姻

費用分担審判）、最大決昭和41年（1966年） 3 月

2 日民集20巻 3 号360頁（遺産分割審判）、最大

決昭和41年（1966年）12月27日民集20巻10号

2279頁（過料決定）。

(24) 最二小判昭和59年（1984年） 2 月24日刑集38

巻4号1287頁（独占禁止法）、最三小判平成21年

（2009年） 7 月14日刑集63巻 6 号623頁（即決

裁判手続）。

(25) 最大判平成23年（2011年）11月16日刑集65巻

8号1285頁（裁判員制度）。

(26) 最大判昭和24年（1949年） 5月18日民集 3巻

6 号199頁（自作農創設特別措置法）、最二小判

昭和26年（1951年）11月30日民集 5 巻12号759

頁（自作農創設特別措置法）、最大決昭和45年

（1970年）12月16日民集24巻13号2099頁（会社

更生法）。
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(27) 最大決昭和35年（1960年） 7月 6 日民集14巻

9号1657頁（金銭債務臨時調停法）。

(28) 前掲注 7・木下智史ほか編382頁（倉田原志執

筆部分）、前掲注 7 ・⾧谷部編308頁（宍戸常寿

執筆部分）。

(29) たとえば、上田健介「訴訟費用と裁判を受ける

権利―EU法およびイギリス法の展開―」近

畿大学法科大学院論集15号（2019年）75-76頁、

市川正人「裁判へのアクセスと裁判を受ける権

利」公法研究（日本公法学会）63号（2001年）

210頁。

(30) 総合法律支援法は、代理援助（同法30条 1 項

2 号イ⑵等。典型的には、弁護士に民事裁判手

続の代理を依頼するに当たっての援助）だけで

なく、書面作成援助（同法30条 1項 2号ハ等）・

相談援助（同法30条 1 項 2 号ホ等）の制度も設

けている。そのため、①訴訟に提出する書面の

作成だけを弁護士に継続的に依頼し（書面作成

援助）、当該弁護士に訴訟代理は依頼せずに、本

人訴訟として訴訟追行するとか、②訴訟の内容

や方針について弁護士に継続的に相談するが

（法律相談援助）、当該弁護士に訴訟代理は依頼

せずに、本人訴訟として訴訟追行する、といっ

た事例を考えれば、「総合法律支援法は本人訴訟

を度外視しているわけではない」という議論は、

論理的にありえないというわけではない。

しかし、上記①・②のような事例では、弁護

士が訴訟の全体像を把握しにくいため、的確な

助言・書面作成が困難であるうえ、弁護過誤も

生じやすい。そのため、日本の弁護士は、ほと

んど例外なく、上記のような書面作成援助・法

律相談援助の利用を断るはずである。また、 1

つの法律問題について法律相談援助を利用する

ことができるのは 3 回までであるから（総合法

律支援法16条 7 項本文）、同法も、当事者本人が、

訴訟の内容や方針について弁護士に継続的に相

談しつつ、本人訴訟として訴訟追行することは

想定していない。

そのため、総合法律支援法が本人訴訟につい

ても援助の制度を設けているという議論は、日

本の司法の実態から乖離したものである。

(31) 前掲注 7 ・樋口ほか283頁（浦部法穂執筆部

分）、前掲注 7 ・⾧谷部編308頁（宍戸常寿執筆

部分）。

(32) 総合法律支援法による援助対象となる行政不服

申立ては、支援を受ける主体が、「認知機能が十

分でないために自己の権利の実現が妨げられて

いるおそれがある国民等」に限定されており、

対象となる手続が、「当該特定援助対象者が自立

した生活を営むために必要とする公的給付に係

る行政不服申立手続」に限定されている（総合

法律支援法30条 1項 2 号イ⑴）。上記主体の限定

から明らかなように、上記援助は後見的なもの

であり、自ら積極的に不服申立てを希望する一

般人は、同援助を利用することができない。

(33) 日本司法支援センター大阪地方事務所編『民事

法律扶助業務の手引き（大阪地方事務所、平成

28年度版）』（日本司法支援センター大阪地方事

務所、2016年）22頁。

(34) 弁護士による経験談として、伊東良徳「庶民の

弁護士 伊東良徳のサイト 弁護士費用」

(http://www.shomin-law.com/m/sodaniraibengoshihiy

o.html)参照。

(35) 日本司法支援センター編『民事法律扶助業務必

携』（日本司法支援センター、2014年）33-34頁。

日本司法支援センター編『民事法律扶助業務の

解説』（日本司法支援センター、2017年）25頁、

前掲注33・日本司法支援センター大阪地方事務

所編8頁も同旨。

(36) 近畿弁護士会連合会「民事控訴審の審理に関す

る意見書」（近畿弁護士会連合会、2018年〔 8月

3 日〕)同会ウェブサイト(http://www.kinbenre

n.jp/declare/2018/2018_08_03.pdf) 3 - 4 頁・ 9

-11頁。

同様に論ずるものとして、大阪弁護士会司法

改革検証・推進本部高裁民事問題プロジェクト

チーム「民事控訴審の審理の充実―実態調査

を踏まえた提言（上・中・下）」判例時報2342号

（ 2017年 10月 21日 号 ） 139-144頁 、 2345号

（ 2017年 11月 11日 号 ） 132-137頁 、 2347号

（2017年12月1日号）130-135頁、岸本達司ほか

「民事控訴審の審理の充実を求める―事後審
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的運用は見直されるべき―近弁連は意見書を

発表」自由と正義70巻4号（2019年4月号）

44-48頁。

(37) その例外を含め、本文第 2の 1参照。

(38) 裁判所が日常的かつ深刻に、信書の秘密（通

信の秘密）を侵害していると問題提起した論稿

として、吉原裕樹「裁判による信書の秘密（通

信の秘密）の侵害」情報法制研究（情報法制学

会）10号（2021年11月号）111-121頁。

(39) 木下智史「日本の憲法訴訟の歴史と展望」憲法

研究（辻村みよ子責任編集） 7 号（2020年11月

号）95頁。

(40) 同上。

本研究は、一般財団法人司法協会による研究

助成（2021年度、個人研究）を受けたものであ

る。

筆者は、2022年4月現在、本稿の内容に関連す

る弁護士会の役職として、日本弁護士連合会 憲

法問題対策本部 幹事、日本弁護士連合会 民事

裁判手続等のIT化に関する検討ワーキンググル

ープ 委員、大阪弁護士会 憲法問題特別委員会

副委員⾧に就任している。

本稿の内容は、もっぱら筆者の私見に基づく

ものであって、弁護士会を含め、いかなる組

織・団体をも代表するものではない。

（よしはら ゆうき 大阪経済法科大学法学
部准教授、弁護士）
（受付日：2022/02/08、受理日：2022/04/11）
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